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�愛媛県告示第９５６号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成２６年８月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９５７号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成２６年８月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９５８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに四国中央市役所において告

示の日から４月間縦覧に供する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 指定自立支援医療機関の指定（２件）………………………………………………………………………………………………………………（健康増進課）…６７８

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等………………………………………………………………………………………………………………（経営支援課）…６７８

○ 保安林の指定施業要件の変更予定（２件）…………………………………………………………………………………………………………（森林整備課）…６７９

○ 公共測量の実施の通知…………………………………………………………………………………………………………………………………（道路維持課）…６７９

○ 県指定試験機関の住所並びに二級建築士試験及び木造建築士試験の事務を行う事務所の所在地の変更の届出……………………………（建築住宅課）…６７９

○ 指定道路の指定…………………………………………………………………………………………………………………（東予地方局四国中央土木事務所）…６８０

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（中予地方局管理課）…６８０

公 告

○ 特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請の公告………………………………………………………………………………（男女参画・県民協働課）…６８０

公安委員会規則

○ 愛媛県警察組織規則及び愛媛県公安委員会公印規程の一部を改正する規則………………………………………………………………（警察本部警務課）…６８０

公安委員会訓令

○ 愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令……………………………………………………………………………（警察本部生活安全企画課）…６８３

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

医療法人社団久和会立花病院 新居浜市喜光地町１丁目１３番２９号 医療法人社団久和会 精神通院医療 平成２６年
８月１日

ぽかぽか薬局溝辺店 松山市溝辺町甲６２７番地 株式会社ＦＥＳＲＥＣ 精神通院医療（薬
局）

平成２６年
８月１日

指定訪問看護事業者等 訪問看護ステーション 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

名 称 主たる事務所の所在地 名 称 所 在 地

株式会社日和 伊予市市場甲４１９番地３ 訪問看護ステーションいちば 伊予市市場甲４１９番地３ 精神通院医療 平成２６年
８月１日

毎週（火・金）曜日発行 第２５９７号 平成２６年８月１５日

平成２６年８月１５日金曜日 第２５９７号

愛 媛 県 報

６７８



�������
�愛媛県告示第９５９号
次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３０条

の２第１項の規定により告示する。

平成２６年８月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

宇和島市津島町上畑地第１号１６２から第１号１６４まで、津島町増

穂丁５４０、丁５９８の４２、丁５９８の１８３から丁５９８の１８５まで、丁５９８の

１９４、丁６４９の１、丁６５２の１、津島町高田丁９６２の１

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

変更しない。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び宇和

島市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第９６０号
次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３０条

の２第１項の規定により告示する。

平成２６年８月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

宇和島市津島町高田丁６２４、丁６２６の１、丁６２７の２、津島町北

灘丑ノ谷８号７４

２ 保安林として指定された目的

土砂の崩壊の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

変更しない。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び宇和

島市役所に備え置いて縦覧に供する。）
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�愛媛県告示第９６１号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、大洲市長から次のとおり公共測量を実

施する旨の通知があった。

平成２６年８月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（３級・４級基準点測量）

２ 作業期間 平成２６年８月２０日から

平成２７年３月２０日まで

３ 作業地域 大洲市（一部）

�������
�愛媛県告示第９６２号
建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第１５条の６第３項において準

用する同法第１０条の６第２項の規定に基づき、県指定試験機関公益

財団法人建築技術教育普及センターから次のとおり住所並びに二級

建築士試験及び木造建築士試験の実施に関する事務を行う事務所の

所在地の変更の届出があった。

平成２６年８月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

イオンタウン川之江 四国中央市妻鳥町字
樋之上１７９５番地 外

大規模小売店舗を設置する者
の名称及び住所並びに代表者
の氏名

イオンタウン株式会
社
千葉県千葉市美浜区
中瀬一丁目５番地１
代表取締役
大門 淳

三井住友ファイナン
ス＆リース株式会社
東京都港区西新橋三
丁目９番４号
代表取締役
加納 岳
三菱ＵＦＪリース株
式会社
東京都千代田区丸の
内一丁目５番１号
代表取締役
白石 正

平成２６年
７月４日

平成２６年
７月３１日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに四国中央市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成２６年８月１５日 第２５９７号

６７９
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公 告

公安委員会規則

平成２６年８月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 県指定試験機関の住所

変更前 東京都中央区京橋二丁目１４番１号兼松ビル

変更後 東京都千代田区紀尾井町３番６号

２ 二級建築士試験及び木造建築士試験の実施に関する事務を行う

事務所の所在地

変更前 東京都中央区京橋二丁目１４番１号兼松ビル

変更後 東京都千代田区紀尾井町３番６号

３ 変更年月日

平成２６年８月１８日

�愛媛県告示第９６３号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

平成２６年８月１５日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

平成２６年８月５日

３ 指定道路の位置

四国中央市中之庄町字汐汲道１３１番の一部

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ３４．６７メートル

� 幅員 ４．８５メートル

�愛媛県告示第９６４号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２６年８月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２６年８月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県公安委員会規則第８号
愛媛県警察組織規則及び愛媛県公安委員会公印規程の一部を改正する規則を次のように定める。

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２１）第７４９９号 平成２１年
８月１６日 西岡建材� 西岡 義雄 伊予市下吾川９４６－１ 平成２６年

７月４日

屋根工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
防水工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－２２）第１３１２４号 平成２２年
７月１９日 河上工業� 松岡 竜也 伊予市上野２４３８－１ 平成２６年

７月８日
電気工事業
電気通信工事業 建設業の廃止

（般－２２）第５７６１号 平成２２年
１１月５日 大石ガラス店 大石 景秋 松山市久米窪田町６６４－

８
平成２６年
７月９日

ガラス工事業
建具工事業

建設業の廃止
（法人成り）

（般－２５）第１７２４０号 平成２５年
１１月２１日 ワークシステム・愛媛 篠原 正 松山市久米窪田町１１７２－

１
平成２６年
７月１１日 屋根工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－２４）第１５１２０号 平成２４年
９月６日 �松建産業 松本 勝博 松山市西長戸町９６１－１ 平成２６年

７月２９日 建築工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２４）第１７０１９号 平成２４年
５月２８日 �ラフターハウジング 小越 修司 松山市束本１－４－３７ 平成２６年

７月２９日 建築工事業 建設業の廃止

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２６年８月１日 特定非営利活動法人
愛媛県ディスコン協会 田 坂 信 一 松山市北井門５丁目２１番１１号 この法人は、地域の高齢者及び青少年に対して、

「生涯スポーツ」に関する事業を行い、高齢者
には交流と健康・生きがいづくり、青少年には
健全育成と地域の人達の親睦を図り地域活性化
に寄与することを目的とする。

愛 媛 県 報平成２６年８月１５日 第２５９７号

６８０



平成２６年８月１５日

愛媛県公安委員会委員長 山 本 泰 正

愛媛県警察組織規則及び愛媛県公安委員会公印規程の一部を改正する規則

（愛媛県警察組織規則の一部改正）

第１条 愛媛県警察組織規則（平成１７年愛媛県公安委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（生活安全企画課）

第３３条 生活安全企画課においては、次の事務をつかさどる。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（生活環境課）

第３６条 生活環境課においては、次の事務をつかさどる。

� 省略

� 古物営業法（昭和２４年法律第１０８号）、質屋営業法（昭和２５年

法律第１５８号）及び警備業法（昭和４７年法律第１１７号）に関する

こと。

� 探偵業の業務の適正化に関する法律（平成１８年法律第６０号）

に関すること。

	 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和３３年法律第６号）及び火薬類

取締法（昭和２５年法律第１４９号）に関すること（組織犯罪対策課

の所掌に属するものを除く。）。


 高圧ガスその他の危険物の取締りに関すること。

� 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭

和３２年法律第１６６号）、放射性同位元素等による放射線障害の防

止に関する法律（昭和３２年法律第１６７号）、化学兵器の禁止及び

特定物質の規制等に関する法律（平成７年法律第６５号）及び感

染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成

１０年法律第１１４号）に関する事務で県警察の所掌に属するものに

（生活安全企画課）

第３３条 生活安全企画課においては、次の事務をつかさどる。

�～� 省略

� 古物営業法（昭和２４年法律第１０８号）、質屋営業法（昭和２５年

法律第１５８号）及び警備業法（昭和４７年法律第１１７号）に関する

こと。

� 探偵業の業務の適正化に関する法律（平成１８年法律第６０号）

に関すること。

� 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和３３年法律第６号）及び火薬類

取締法（昭和２５年法律第１４９号）に関すること（組織犯罪対策課

の所掌に属するものを除く。）。

� 高圧ガスその他の危険物の取締りに関すること。

� 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭

和３２年法律第１６６号）、放射性同位元素等による放射線障害の防

止に関する法律（昭和３２年法律第１６７号）、化学兵器の禁止及び

特定物質の規制等に関する法律（平成７年法律第６５号）及び感

染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成

１０年法律第１１４号）に関する事務で県警察の所掌に属するものに

関すること（警備課の所掌に属するものを除く。）。

� 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３

年法律第１２２号）に関すること。


 インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為

の規制等に関する法律（平成１５年法律第８３号）に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（生活環境課）

第３６条 生活環境課においては、次の事務をつかさどる。

� 省略

愛 媛 県 報平成２６年８月１５日 第２５９７号
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（愛媛県公安委員会公印規程の一部改正）

第２条 愛媛県公安委員会公印規程（昭和３６年愛媛県公安委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

関すること（警備課の所掌に属するものを除く。）。

� 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３

年法律第１２２号）に関すること。

� インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為

の規制等に関する法律（平成１５年法律第８３号）に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（ストーカー対策室）

第６７条 省略

２ ストーカー対策室は、第３３条第７号から第９号までの事務をつ

かさどる。

３・４ 省略

（生活安全部特別捜査隊）

第７１条 省略

２ 生活安全部特別捜査隊は、第３６条第９号の事務をつかさどる。

３・４ 省略

（サイバー犯罪対策室）

第７２条 省略

２ サイバー犯罪対策室は、第３６条第１０号及び第１１号の事務をつか

さどる。

３・４ 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

（ストーカー対策室）

第６７条 省略

２ ストーカー対策室は、第３３条第１４号から第１６号までの事務をつ

かさどる。

３・４ 省略

（生活安全部特別捜査隊）

第７１条 省略

２ 生活安全部特別捜査隊は、第３６条第２号の事務をつかさどる。

３・４ 省略

（サイバー犯罪対策室）

第７２条 省略

２ サイバー犯罪対策室は、第３６条第３号及び第４号の事務をつか

さどる。

３・４ 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係）

１ 愛媛県公安委員会印

別表（第２条関係）

１ 愛媛県公安委員会印

項 ひな形 書体

寸法

（ミリメー

トル）
管理責任者 用途 項 ひな形 書体

寸法

（ミリメー

トル）
管理責任者 用途

縦 横 縦 横

１～

５

省略

１～

５

省略

６

愛 媛 県

公 安 委

員 会 印

かい

書
１０ １０

生活環境課

長

交通指導課

長

警察署長

１～１０ 省略

６

愛 媛 県

公 安 委

員 会 印

かい

書
１０ １０

生活安全企

画課長

交通指導課

長

警察署長

１～１０ 省略

７・

８

省略

７・

８

省略

９
公 安
愛 媛 県
委員会

かい

書
１８ ２８

生活環境課

長

交通指導課

長

運転免許課

長

警察署長

１～１３ 省略

９
公 安
愛 媛 県
委員会

かい

書
１８ ２８

生活安全企

画課長

交通指導課

長

運転免許課

長

警察署長

１～１３ 省略
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公安委員会訓令

附 則

この規則は、平成２６年９月１日から施行する。

�愛媛県公安委員会訓令第３号
愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２６年８月１５日

愛媛県公安委員会委員長 山 本 泰 正

愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令

愛媛県公安委員会事務専決規程（昭和３７年愛媛県公安委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

１０・

１１

省略

１０・

１１

省略

注 省略

２ 省略

注 省略

２ 省略

改 正 後 改 正 前

別表２（第３条関係）

部課長の専決事項

１ 省略

２ 課長専決事項

�～� 省略

� 生活安全企画課長

別表２（第３条関係）

部課長の専決事項

１ 省略

２ 課長専決事項

�～� 省略

� 生活安全企画課長

法令 専決事項 法令 専決事項

質屋営業法 １ 第３条第３項の規定による質屋営業の不許可通

知

２ 第２７条の規定による他の公安委員会への通知

古物営業法 １ 第５条第３項の規定による古物営業を許可しな

い理由の通知

２ 第７条第２項の規定による第５条第１項第１号

又は第７号に掲げる事項の変更の届出に係る他の

公安委員会への通知及び他の公安委員会からの通

知の受理

３ 第８条の２第１項の規定による第５条第１項第

６号に規定する方法を用いる古物商について、電

気通信回線に接続して行う自動公衆送信による供

覧の実施

４ 第８条の２第２項の規定による第８条の２第１

項各号に掲げる事項の変更に係る補正

行商従業者

証等の様式

の承認に関

する規程

１ 第７条の規定による行商従業者証又は標識の様

式の承認の取消しに係る通知

犯罪による

収益の移転

防止に関す

る法律（平成

１９年法律第

２２号）

１ 第９条第１項の規定による特定事業者の疑わし

い取引の届出の受理

２ 第９条第３項の規定による国家公安委員会への

通知

３ 第１３条の規定による特定事業者に対する業務報

告及び資料提出の要求（警察本部に勤務する警察
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職員に行わせる場合に限る。）

４ 第１４条第１項の規定による立入検査の実施（警

察本部に勤務する警察職員に行わせる場合に限

る。）

５ 第１５条の規定による特定事業者に対する指導、

助言及び勧告（警察本部に勤務する警察職員に行

わせる場合に限る。）

６ 第１６条の規定による特定事業者に対する是正命

令

犯罪による

収益の移転

防止に関す

る法律施行

規則（平成２０

年内閣府、総

務省、法務

省、財務省、

厚生労働省、

農林水産省、

経済産業省、

国土交通省

令第１号）

１ 第１８条第２項の規定による身分証明書の発行

警備業法 １ 第１１条第２項の規定による変更届出事項に係る

他の公安委員会への通知及び他の公安委員会から

の通知の受理

２ 第２２条第２項の規定による指導教育責任者資格

者証の交付

３ 第２３条第４項の規定による合格証明書の交付

４ 第４２条第２項の規定による機械警備業務管理者

資格者証の交付

５ 第４６条の規定による報告徴収等（警察本部に勤

務する警察職員に行わせる場合に限る。）

６ 第４７条第１項の規定による立入検査（警察本部

に勤務する警察職員に行わせる場合に限る。）

警備業法の

一部を改正

する法律

１ 附則第５条の規定による審査（書面審査に限

る。）

警備員指導

教育責任者

及び機械警

備業務管理

者に係る講

習等に関す

る規則

１ 第４条第１項（第１３条において準用する場合を

含む。）の規定による指導教育責任者講習の受講申

込書の受理

２ 第７条第１項の規定による指導教育責任者講習

修了証明書の交付

３ 第１２条第１項の規定による機械警備業務管理者

講習修了証明書の交付

警備員等の

検定等に関

する規則

１ 第１０条の規定による受検票の交付

２ 第１１条の規定による成績証明書の交付

探偵業の業

務の適正化

に関する法

律

１ 第１３条第１項の規定による探偵業者に対する業

務報告及び資料提出の要求並びに立入検査の実施

（警察本部に勤務する警察職員に行わせる場合に

限る。）
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行政手続法 １ 第１６条第３項（

ストーカー規制法第６条第６項において準用する

場合を含む。）の規定による代理人資格証明の受理

２ 第１６条第４項（

ストーカー規制法第６条第６項において準用する

場合を含む。）の規定による代理人資格喪失届出の

受理

３～５ 省略

行政手続法 １ 第１６条第３項（第１７条第３項及び第３１条並びに

ストーカー規制法第６条第６項において準用する

場合を含む。）の規定による代理人資格証明の受理

２ 第１６条第４項（第１７条第３項及び第３１条並びに

ストーカー規制法第６条第６項において準用する

場合を含む。）の規定による代理人資格喪失届出の

受理

３～５ 省略

省略 省略

風俗営業等

の規制及び

業務の適正

化等に関す

る法律

１ 第５条第３項の規定による風俗営業の不許可の

通知

２ 第３１条の６第１項（同条第３項において準用す

る場合を含む。）の規定による無店舗型性風俗特殊

営業を営む者に係る処分移送通知書の送付

３ 第３１条の１１第１項（同条第３項において準用す

る場合を含む。）の規定による映像送信型性風俗

特殊営業を営む者に係る処分移送通知書の送付

４ 第３１条の２１第１項（同条第３項において準用す

る場合を含む。）の規定による無店舗型電話異性紹

介営業を営む者に係る処分移送通知書の送付

５ 第３５条の４第３項（同条第５項において準用す

る場合を含む。）の規定による接客業務受託営業を

営む者に係る処分移送通知書の送付

６ 第４１条の３第１項の規定による国家公安委員会

への報告及び国家公安委員会からの通報の受理

７ 第４１条の３第２項の規定による管轄公安委員会

への通報

８ 第４２条の規定による飲食店営業等の停止の通知

風俗営業等

の規制及び

業務の適正

化等に関す

る法律施行

規則（昭和６０

年国家公安

委員会規則

第１号）

１ 第１７条第２項（第２３条において準用する場合を

含む。）の規定による承認しない旨の通知

銃砲刀剣類

所持等取締

法

１ 第５条の３第１項の規定による講習会（第４条

第１項第１号の規定による猟銃又は空気銃の所持

の許可を受けようとする者を対象に行う講習会

（以下「初心者講習」という。）に限る。）の開催

２ 第５条の３第２項の規定による講習修了証明書

の交付（初心者講習に限る。）

３ 第５条の３第３項（第５条の５第３項及び第９

条の１４第３項において準用する場合を含む。）の規

定による講習修了証明書の再交付（初心者講習に

限る。）

４ 第５条の４第１項の規定による技能検定の実施

及び技能検定に使用する猟銃の指定

５ 第５条の４第２項の規定による合格証明書の交

付

６ 第５条の４第３項において準用する第５条の３
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第３項の規定による合格証明書の記載事項の変更

等の届出の受理及び書換え又は再交付

７ 第５条の５第１項の規定による技能講習の実施

８ 第５条の５第２項の規定による技能講習修了証

明書の交付

９ 第９条の１３第３項において準用する第７条第２

項の規定による年少射撃資格認定証の再交付

１０ 第９条の１４第１項の規定による年少射撃資格講

習会の開催

１１ 第９条の１４第２項の規定による年少射撃資格講

習修了証明書の交付

１２ 第１４条第４項の規定による銃砲又は刀剣類の登

録通知の受理

１３ 第１６条第２項の規定による銃砲又は刀剣類の登

録証の返納通知の受理

１４ 第１７条第３項の規定による登録を受けた銃砲又

は刀剣類の譲受、相続、貸付又は保管委託の届出

通知の受理

１５ 第１８条の２第３項の規定による刀剣類製作承認

通知の受理

１６ 第２９条第１項の規定による申出の受理

１７ 第２９条第２項の規定による調査及び措置

銃砲刀剣類

所持等取締

法施行令（昭

和３３年政令

第３３号）

１ 第１７条第２項の規定による講習会（初心者講習

に限る。）の日時等の公表

２ 第２０条第１項本文の規定による技能検定の日時

等の通知

３ 第２０条第１項ただし書の規定による技能検定の

受検申請の却下

４ 第２１条第１項の規定による技能講習の日時等の

通知

５ 第２９条第１項の規定による年少射撃資格講習会

の日時等の公表

６ 第３５条第６項において準用する同条第２項の規

定による関係公安委員会への年少射撃資格認定証

の書換えの通知

銃砲刀剣類

所持等取締

法施行規則

（昭和３３年

総理府令第

１６号）

１ 第１２条第２項（第４３条第２項において準用する

場合を含む。）の規定による推薦取消し通知の受理

２ 第５４条（第６８条において準用する場合を含む。）

の規定による教習射撃場指定申請書の記載事項変

更届出書の受理

指定射撃場

の指定に関

する内閣府

令

１ 第１３条の規定による指定射撃場指定申請書の記

載事項変更届の受理

猟銃安全指

導委員規則

１ 第２条第２項の規定による猟銃安全指導委員の

委嘱状況を関係者に周知させる適当な措置

火薬類取締

法

１ 第１９条第５項の規定による都道府県公安委員会

の間の連絡

高圧ガス保

安法（昭和２６

１ 第７４条第１項の規定による高圧ガス製造許可等

の通報の受理
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年法律第２０４

号）

消防法（昭和

２３年法律第

１８６号）

１ 第１１条第７項の規定による危険物製造所等許可

の通報の受理

武器等製造

法（昭和２８

年法律第１４５

号）

１ 第２８条の規定による武器等製造許可等の通報の

受理

核原料物質、

核燃料物質

及び原子炉

の規制に関

する法律

１ 第５９条第１０項の規定による運搬証明書の再交付

申請の受理及び運搬証明書の再交付

２ 第５９条第１３項の規定による都道府県公安委員会

の間の連絡

核原料物質、

核燃料物質

及び原子炉

の規制に関

する法律施

行令（昭和３２

年政令第３２４

号）

１ 第５０条の規定による不要となつた運搬証明書の

返納の受理

２ 第５１条第１項第１号の規定による出発地公安委

員会による他の関係公安委員会への代理受理等

３ 第５１条第１項第２号の規定による出発地公安委

員会による他の関係公安委員会への指示内容の通

知

４ 第５１条第１項第３号の規定による都道府県公安

委員会の間の連絡

５ 第５１条第２項の規定による一の関係公安委員会

による他の関係公安委員会への運搬証明書の記載

事項変更届出の代理受理等

放射性同位

元素等によ

る放射線障

害の防止に

関する法律

１ 第１８条第５項の規定による放射性同位元素等運

搬届出の受理

２ 第１８条第１０項の規定による都道府県公安委員会

の間の連絡

放射性同位

元素等によ

る放射線障

害の防止に

関する法律

施行令（昭和

３５年政令第

２５９号）

１ 第１８条第１号の規定による出発地公安委員会に

よる他の関係公安委員会への届出の代理受理

２ 第１８条第２号の規定による出発地公安委員会に

よる他の関係公安委員会への指示内容の通知

３ 第１８条第３号の規定による都道府県公安委員会

の間の緊密な連絡

放射性同位

元素等の運

搬の届出等

に関する内

閣府令（昭和

５６年総理府

令第３０号）

１ 第２条第２項の規定による出発地公安委員会に

よる他の関係公安委員会への放射性同位元素等運

搬届出書の代理受理

２ 第２条第４項の規定による放射性同位元素等運

搬届出書の交付

３ 第３条第２項の規定による放射性同位元素等運

搬指示書の交付

４ 第５条の規定による運搬の状況及び事故の状況

の報告徴収

化学兵器の

禁止及び特

定物質の規

１ 第１７条第５項の規定による都道府県公安委員会

の間の連絡
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制等に関す

る法律

化学兵器の

禁止及び特

定物質の規

制等に関す

る法律施行

令（平成７年

政令第１９２

号）

１ 第３条の２の規定による運搬証明書の書換え

２ 第３条の３の規定による運搬証明書の再交付

３ 第３条の４の規定による不要となつた運搬証明

書の返納の受理

４ 第３条の５第１項第１号の規定による出発地公

安委員会による他の関係公安委員会への代理受理

等

５ 第３条の５第１項第２号の規定による出発地公

安委員会による他の関係公安委員会への指示内容

の通知

６ 第３条の５第１項第３号の規定による都道府県

公安委員会の間の連絡

７ 第３条の５第２項の規定による一の関係公安委

員会による他の関係公安委員会への運搬証明書の

記載事項変更の届出の代理受理等

感染症の予

防及び感染

症の患者に

対する医療

に関する法

律施行令

１ 第２２条の規定による運搬証明書の再交付申請の

受理及び運搬証明書の再交付

２ 第２３条の規定による不要となつた運搬証明書の

返納の受理

３ 第２４条第１項第１号の規定による出発地公安委

員会による他の関係公安委員会への代理受理等

４ 第２４条第１項第２号の規定による出発地公安委

員会による他の関係公安委員会への指示内容の通

知

５ 第２４条第１項第３号の規定による都道府県公安

委員会の間の連絡

６ 第２４条第２項の規定による一の関係公安委員会

による他の関係公安委員会への運搬証明書の記載

事項変更届出の代理受理等

インターネ

ット異性紹

介事業を利

用して児童

を誘引する

行為の規制

等に関する

法律

１ 第１５条第１項（同条第３項において準用する場

合を含む。）の規定による処分移送通知書の送付及

び受理

２ 第１６条の規定によるインターネット異性紹介事

業者に対する報告及び資料の提出の要求

３ 第１７条第１項の規定による国家公安委員会への

報告及び国家公安委員会からの通報の受理

４ 第１７条第２項の規定による他の公安委員会への

通報及び他の公安委員会からの通報の受理

５ 第２０条の規定による登録誘引情報提供機関に対

する情報の提供

� 生活環境課長

法令 専決事項

質屋営業法 １ 第３条第３項の規定による質屋営業の不許可通

知

２ 第２７条の規定による他の公安委員会への通知

古物営業法 １ 第５条第３項の規定による古物営業を許可しな

い理由の通知

２ 第７条第２項の規定による第５条第１項第１号

又は第７号に掲げる事項の変更の届出に係る他の
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公安委員会への通知及び他の公安委員会からの通

知の受理

３ 第８条の２第１項の規定による第５条第１項第

６号に規定する方法を用いる古物商について、電

気通信回線に接続して行う自動公衆送信による供

覧の実施

４ 第８条の２第２項の規定による第８条の２第１

項各号に掲げる事項の変更に係る補正

行商従業者

証等の様式

の承認に関

する規程

１ 第７条の規定による行商従業者証又は標識の様

式の承認の取消しに係る通知

犯罪による

収益の移転

防止に関す

る法律（平成

１９年法律第

２２号）

１ 第９条第１項の規定による特定事業者の疑わし

い取引の届出の受理

２ 第９条第３項の規定による国家公安委員会への

通知

３ 第１３条の規定による特定事業者に対する業務報

告及び資料提出の要求（警察本部に勤務する警察

職員に行わせる場合に限る。）

４ 第１４条第１項の規定による立入検査の実施（警

察本部に勤務する警察職員に行わせる場合に限

る。）

５ 第１５条の規定による特定事業者に対する指導、

助言及び勧告（警察本部に勤務する警察職員に行

わせる場合に限る。）

６ 第１６条の規定による特定事業者に対する是正命

令

犯罪による

収益の移転

防止に関す

る法律施行

規則（平成２０

年内閣府、総

務省、法務

省、財務省、

厚生労働省、

農林水産省、

経済産業省、

国土交通省

令第１号）

１ 第１８条第２項の規定による身分証明書の発行

警備業法 １ 第１１条第２項の規定による変更届出事項に係る

他の公安委員会への通知及び他の公安委員会から

の通知の受理

２ 第２２条第２項の規定による指導教育責任者資格

者証の交付

３ 第２３条第４項の規定による合格証明書の交付

４ 第４２条第２項の規定による機械警備業務管理者

資格者証の交付

５ 第４６条の規定による報告徴収等（警察本部に勤

務する警察職員に行わせる場合に限る。）

６ 第４７条第１項の規定による立入検査（警察本部

に勤務する警察職員に行わせる場合に限る。）
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警備業法の

一部を改正

する法律

１ 附則第５条の規定による審査（書面審査に限

る。）

警備員指導

教育責任者

及び機械警

備業務管理

者に係る講

習等に関す

る規則

１ 第４条第１項（第１３条において準用する場合を

含む。）の規定による指導教育責任者講習の受講申

込書の受理

２ 第７条第１項の規定による指導教育責任者講習

修了証明書の交付

３ 第１２条第１項の規定による機械警備業務管理者

講習修了証明書の交付

警備員等の

検定等に関

する規則

１ 第１０条の規定による受検票の交付

２ 第１１条の規定による成績証明書の交付

探偵業の業

務の適正化

に関する法

律

１ 第１３条第１項の規定による探偵業者に対する業

務報告及び資料提出の要求並びに立入検査の実施

（警察本部に勤務する警察職員に行わせる場合に

限る。）

行政手続法 １ 第１６条第３項（第１７条第３項及び第３１条におい

て準用する場合を含む。）の規定による代理人資格

証明の受理

２ 第１６条第４項（第１７条第３項及び第３１条におい

て準用する場合を含む。）の規定による代理人資格

喪失届出の受理

３ 第１８条第１項の規定による不利益処分の原因と

なる事実を証する資料の閲覧の実施

４ 第１８条第３項の規定による資料の閲覧の日時及

び場所の指定

５ 第２４条第４項の規定による聴聞調書及び報告書

の閲覧の実施

風俗営業等

の規制及び

業務の適正

化等に関す

る法律

１ 第５条第３項の規定による風俗営業の不許可の

通知

２ 第３１条の６第１項（同条第３項において準用す

る場合を含む。）の規定による無店舗型性風俗特殊

営業を営む者に係る処分移送通知書の送付

３ 第３１条の１１第１項（同条第３項において準用す

る場合を含む。）の規定による映像送信型性風俗特

殊営業を営む者に係る処分移送通知書の送付

４ 第３１条の２１第１項（同条第３項において準用す

る場合を含む。）の規定による無店舗型電話異性紹

介営業を営む者に係る処分移送通知書の送付

５ 第３５条の４第３項（同条第５項において準用す

る場合を含む。）の規定による接客業務受託営業を

営む者に係る処分移送通知書の送付

６ 第４１条の３第１項の規定による国家公安委員会

への報告及び国家公安委員会からの通報の受理

７ 第４１条の３第２項の規定による管轄公安委員会

への通報

８ 第４２条の規定による飲食店営業等の停止の通知

風俗営業等

の規制及び

業務の適正

１ 第１７条第２項（第２３条において準用する場合を

含む。）の規定による承認しない旨の通知
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化等に関す

る法律施行

規則（昭和６０

年国家公安

委員会規則

第１号）

銃砲刀剣類

所持等取締

法

１ 第５条の３第１項の規定による講習会（第４条

第１項第１号の規定による猟銃又は空気銃の所持

の許可を受けようとする者を対象に行う講習会

（以下「初心者講習」という。）に限る。）の開催

２ 第５条の３第２項の規定による講習修了証明書

の交付（初心者講習に限る。）

３ 第５条の３第３項（第５条の５第３項及び第９

条の１４第３項において準用する場合を含む。）の規

定による講習修了証明書の再交付（初心者講習に

限る。）

４ 第５条の４第１項の規定による技能検定の実施

及び技能検定に使用する猟銃の指定

５ 第５条の４第２項の規定による合格証明書の交

付

６ 第５条の４第３項において準用する第５条の３

第３項の規定による合格証明書の記載事項の変更

等の届出の受理及び書換え又は再交付

７ 第５条の５第１項の規定による技能講習の実施

８ 第５条の５第２項の規定による技能講習修了証

明書の交付

９ 第９条の１３第３項において準用する第７条第２

項の規定による年少射撃資格認定証の再交付

１０ 第９条の１４第１項の規定による年少射撃資格講

習会の開催

１１ 第９条の１４第２項の規定による年少射撃資格講

習修了証明書の交付

１２ 第１４条第４項の規定による銃砲又は刀剣類の登

録通知の受理

１３ 第１６条第２項の規定による銃砲又は刀剣類の登

録証の返納通知の受理

１４ 第１７条第３項の規定による登録を受けた銃砲又

は刀剣類の譲受、相続、貸付又は保管委託の届出

通知の受理

１５ 第１８条の２第３項の規定による刀剣類製作承認

通知の受理

１６ 第２９条第１項の規定による申出の受理

１７ 第２９条第２項の規定による調査及び措置

銃砲刀剣類

所持等取締

法施行令（昭

和３３年政令

第３３号）

１ 第１７条第２項の規定による講習会（初心者講習

に限る。）の日時等の公表

２ 第２０条第１項本文の規定による技能検定の日時

等の通知

３ 第２０条第１項ただし書の規定による技能検定の

受検申請の却下

４ 第２１条第１項の規定による技能講習の日時等の

通知

５ 第２９条第１項の規定による年少射撃資格講習会
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の日時等の公表

６ 第３５条第６項において準用する同条第２項の規

定による関係公安委員会への年少射撃資格認定証

の書換えの通知

銃砲刀剣類

所持等取締

法施行規則

（昭和３３年

総理府令第

１６号）

１ 第１２条第２項（第４３条第２項において準用する

場合を含む。）の規定による推薦取消し通知の受理

２ 第５４条（第６８条において準用する場合を含む。）

の規定による教習射撃場指定申請書の記載事項変

更届出書の受理

指定射撃場

の指定に関

する内閣府

令

１ 第１３条の規定による指定射撃場指定申請書の記

載事項変更届の受理

猟銃安全指

導委員規則

１ 第２条第２項の規定による猟銃安全指導委員の

委嘱状況を関係者に周知させる適当な措置

火薬類取締

法

１ 第１９条第５項の規定による都道府県公安委員会

の間の連絡

高圧ガス保

安法（昭和２６

年法律第２０４

号）

１ 第７４条第１項の規定による高圧ガス製造許可等

の通報の受理

消防法（昭和

２３年法律第

１８６号）

１ 第１１条第７項の規定による危険物製造所等許可

の通報の受理

武器等製造

法（昭和２８

年法律第１４５

号）

１ 第２８条の規定による武器等製造許可等の通報の

受理

核原料物質、

核燃料物質

及び原子炉

の規制に関

する法律

１ 第５９条第１０項の規定による運搬証明書の再交付

申請の受理及び運搬証明書の再交付

２ 第５９条第１３項の規定による都道府県公安委員会

の間の連絡

核原料物質、

核燃料物質

及び原子炉

の規制に関

する法律施

行令（昭和３２

年政令第３２４

号）

１ 第５０条の規定による不要となつた運搬証明書の

返納の受理

２ 第５１条第１項第１号の規定による出発地公安委

員会による他の関係公安委員会への代理受理等

３ 第５１条第１項第２号の規定による出発地公安委

員会による他の関係公安委員会への指示内容の通

知

４ 第５１条第１項第３号の規定による都道府県公安

委員会の間の連絡

５ 第５１条第２項の規定による一の関係公安委員会

による他の関係公安委員会への運搬証明書の記載

事項変更届出の代理受理等

放射性同位

元素等によ

る放射線障

害の防止に

関する法律

１ 第１８条第５項の規定による放射性同位元素等運

搬届出の受理

２ 第１８条第１０項の規定による都道府県公安委員会

の間の連絡
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放射性同位

元素等によ

る放射線障

害の防止に

関する法律

施行令（昭和

３５年政令第

２５９号）

１ 第１８条第１号の規定による出発地公安委員会に

よる他の関係公安委員会への届出の代理受理

２ 第１８条第２号の規定による出発地公安委員会に

よる他の関係公安委員会への指示内容の通知

３ 第１８条第３号の規定による都道府県公安委員会

の間の緊密な連絡

放射性同位

元素等の運

搬の届出等

に関する内

閣府令（昭和

５６年総理府

令第３０号）

１ 第２条第２項の規定による出発地公安委員会に

よる他の関係公安委員会への放射性同位元素等運

搬届出書の代理受理

２ 第２条第４項の規定による放射性同位元素等運

搬届出書の交付

３ 第３条第２項の規定による放射性同位元素等運

搬指示書の交付

４ 第５条の規定による運搬の状況及び事故の状況

の報告徴収

化学兵器の

禁止及び特

定物質の規

制等に関す

る法律

１ 第１７条第５項の規定による都道府県公安委員会

の間の連絡

化学兵器の

禁止及び特

定物質の規

制等に関す

る法律施行

令（平成７年

政 令 第１９２

号）

１ 第３条の２の規定による運搬証明書の書換え

２ 第３条の３の規定による運搬証明書の再交付

３ 第３条の４の規定による不要となつた運搬証明

書の返納の受理

４ 第３条の５第１項第１号の規定による出発地公

安委員会による他の関係公安委員会への代理受理

等

５ 第３条の５第１項第２号の規定による出発地公

安委員会による他の関係公安委員会への指示内容

の通知

６ 第３条の５第１項第３号の規定による都道府県

公安委員会の間の連絡

７ 第３条の５第２項の規定による一の関係公安委

員会による他の関係公安委員会への運搬証明書の

記載事項変更の届出の代理受理等

感染症の予

防及び感染

症の患者に

対する医療

に関する法

律施行令

１ 第２２条の規定による運搬証明書の再交付申請の

受理及び運搬証明書の再交付

２ 第２３条の規定による不要となつた運搬証明書の

返納の受理

３ 第２４条第１項第１号の規定による出発地公安委

員会による他の関係公安委員会への代理受理等

４ 第２４条第１項第２号の規定による出発地公安委

員会による他の関係公安委員会への指示内容の通

知

５ 第２４条第１項第３号の規定による都道府県公安

委員会の間の連絡

６ 第２４条第２項の規定による一の関係公安委員会

による他の関係公安委員会への運搬証明書の記載

事項変更届出の代理受理等

愛 媛 県 報平成２６年８月１５日 第２５９７号

６９３



附 則

この訓令は、平成２６年９月１日から施行する。

インターネ

ット異性紹

介事業を利

用して児童

を誘引する

行為の規制

等に関する

法律

１ 第１５条第１項（同条第３項において準用する場

合を含む。）の規定による処分移送通知書の送付及

び受理

２ 第１６条の規定によるインターネット異性紹介事

業者に対する報告及び資料の提出の要求

３ 第１７条第１項の規定による国家公安委員会への

報告及び国家公安委員会からの通報の受理

４ 第１７条第２項の規定による他の公安委員会への

通報及び他の公安委員会からの通報の受理

５ 第２０条の規定による登録誘引情報提供機関に対

する情報の提供

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

平成２６年８月１５日 発行
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